
北海道の強みを活かした強靱な国づくり

－国土強靱化を支えるバックアップ拠点・北海道－

国土強靱化政策への対応（提案）

平成２５年１２月
北海道



国土強靱化基本法に基づく

「地域計画」の策定

「北海道の強靱化」と

「バックアップ機能の発揮」
を目指し、ハードとソフトが
一体となった取組を着実に
推進

国土強靱化に向けた北海道の取組

国土強靱化の重点化プログラム
（１５の「起こってはならない事態」）

1
大都市での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住
宅密集地における火災等による死傷者の発生

2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水

4

大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の発
生のみならず、後年度にわたり国土の脆弱性が高まる事
態

5
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死
傷者の発生

6
被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長
期停止

7
自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急
活動の絶対的不足

8 首都圏での中央官庁機能の機能不全

9 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

10
サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下によ
る国際競争力の低下

11
社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネル
ギー供給の停止

12
太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上
交通ネットワークの機能停止

13 食料等の安定供給の停滞

14
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・Ｌ
Ｐガスサプライチェーンの機能の停止

15 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

事態の回避に向けた北海道の役割

国民の命を守る食料・エネルギー供給
［北海道の強み］
・ 日本の食料自給の２割を支える高い食料供給力
・ 全国一のポテンシャルをもつ再生可能エネルギー
・ 石炭、メタンハイドレートなど新たな活用が見込まれる地下資源

企業活動や官民データのバックアップ
［北海道の強み］
・ 首都圏等から遠く同時被災の可能性が著しく低い
・ 地震、台風等の自然災害の影響が少ない
・ データバックアップのコストダウンを可能にする寒冷な気候

被災地への緊急支援
［北海道の強み］
・ 太平洋、日本海の両方からアクセスできる地理特性
・ 陸上自衛隊の全隊員の約１／４を占める北部方面隊
・ 陸海空から支援が可能な交通手段の存在

国土強靱化の基本目標
［国土強靱化政策大綱］

１）人命の保護が最大限図られる
２）国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される
３）国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
４）迅速な復旧復興

－バックアップ拠点として国土強靱化に貢献－

［課題］
・ 高速道路など交通ネットワークの強化
・ 老朽化が進む社会インフラへの対応
・ 食料、エネルギー自給力の更なる向上
・ ハードとソフトが一体となった防災・減災対策 等

－北海道の強靱化を推進－

①

取組の着実な推進
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国土強靱化を支えるバックアップ拠点の形成

②

① 北海道新幹線の早期完成と貨物輸送体制の確立

② 高規格幹線道路の整備促進

⑥ 官民データのバックアップ
機能の整備

⑤ 送電網整備や新たな蓄電
技術の開発・導入

③ 広域大規模災害における
支援機能の整備

・ 空港、港湾機能の強化
・ 食料、物資等の備蓄・集配
施設の整備
・ 自衛隊体制の維持・拡充

⑦ リスク分散のための
企業立地・移転の促進

⑧ 強靱な北海道づくりに向けた防災・減災対策の推進

食料・エネルギー供給 企業活動等のリスク分散被災地への緊急支援

バックアップ拠点・北海道の役割

・ 食、エネルギーの安定的かつ強固
な供給網の構築により、大災害時に
おける国民生活をバックアップ

・ 本社機能や官民データのバックアップ
先として、大災害時における経済・行政
機能の継続性を確保

・ 被災地への物資供給や救援活動等
の緊急支援機能を整備し、被害の
最小化と早期復旧に貢献

④ 食料生産体制の強化



《青函共用走行問題の抜本解決に向けた新技術開発の検討》

既着工区間

既着工区間（H24年認可区間）

開業区間

未着工区間

人口100万人以上の都市

提案① 北海道新幹線の早期完成と貨物輸送体制の確立

・食料供給、リスク分散、被災地支援という大災害時における北海道の役割を効果的に発揮するためには、人員や物資の輸送を迅速かつ円

滑に行うことが不可欠であり、北海道新幹線はその基幹交通手段となるもの

・３０年以内に７０％とされる首都直下地震、南海トラフ地震の発生確率を考慮すると、北海道新幹線の札幌までの建設工期を可能な限り短

縮することが不可欠

・鉄道による貨物輸送の基幹的な機能性・安全性を確保しながら新幹線の高速走行を実現するため、新技術開発などによる青函共用走行問

題の抜本的解決を国の積極的関与のもとで早期に図ることが必要
【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】

6 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 10 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下
12 太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止 13 食料等の安定供給の停滞

《人員・物資の迅速な陸路輸送に不可欠な新幹線》

《本州方面への食料供給に欠かせない鉄道貨物輸送》

東北地区

関東地区

東海地区

関西地区

九州地区

19万トン

57万トン

29万トン

113万トン

24万トン

ＪＲ貨物資料をもとに作成

合計

２２１万㌧

合計２２１万㌧

その他
26.4％
58万トン

畜産品
5.3％ 12万トン

繊維工業品
7.7％ 17万トン 食料工業品

19.6％
43万トン

農産品
41.0％
91万トン

〔国のＷＧにおいて中・長期的な方策として示された案〕
①すれ違い時減速システム等による共同走行案

高速走行が可能な環境を常時維持した上で、新幹線列車と貨物列車のすれ違いの前に、新
幹線列車が在来線並みの速度に減速することにより、高速走行を行う案

②新幹線貨物専用列車導入案（ﾄﾚｲﾝｵﾝﾄﾚｲﾝ）

在来線貨物列車をそのまま搭載可能な新幹線タイプの車両を開発し、共同走行区間にこの
車両を用いることにより、新幹線と同等の高速走行を行う案 ③

技術的課題
① トンネル工事の期間短縮
（全19本のうち10km以上が7本)
② トンネル掘削土の残土処理
③ 札幌市内の用地取得の円滑化

《新幹線の工期短縮に向けて》
提案・要望
〇 効果的な工区分割や最新技術を導入した掘削
工法、技術提案型入札の採用

〇 札幌市内の用地取得を最小限にとどめる工事
手法の検討

〇 幅広い観点からの建設財源の確保や地方負担
に対する財源措置の拡充

道の取組
〇 道の研究機関の活用（残土処理対策)
〇 道と札幌市、沿線自治体との調整会議の設置

北海道地区



提案② 高規格幹線道路の整備促進

・東日本大震災時には、トラック等の大型車両や自衛隊車両により道内各地域から大量の救援物資を集め、被災地へ搬送

・今後想定される大災害時において本道から被災地への食料・物資の供給や人員派遣をより効率的かつ迅速に行うためには、道内高速交通

ネットワークの強化が不可欠であり、抜本見直し区間、未事業化区間を含めた高規格幹線道路の整備を加速

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】
6 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 12 太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止

13 食料等の安定供給の停滞

《高規格幹線道路整備による所要時間の短縮効果》

④

《整備が遅れている北海道の高規格幹線道路》《高規格幹線道路と港湾とのネットワークによる道外被災地支援》

未供用
区間延長

所要時間

現 行 整備後
差 引

（短縮効果）

札幌～稚内 約167km 5時間47分 5時間15分 ▲ 32分

札幌～網走 約124km 6時間00分 5時間23分 ▲ 37分

札幌～根室 約200km 7時間25分 5時間59分 ▲ 86分

札幌～釧路 約67km 5時間10分 4時間25分 ▲ 45分

＊北海道推計

陸別町小利別

士別市多寄町

フェリー等による物資供給・人員派遣

フェリー、ＲＯＲＯ船等による物資供給・人員派遣

ＲＯＲＯ船による物資輸送

抜本見直し区間

士別市多寄町～名寄間
延長24kmのうち
当面着工しない区間12km

抜本見直し区間

足寄～陸別町小利別間
延長79kmのうち
当面着工しない区間51km

基本計画区間
北海道横断自動車道
黒松内～余市間 74km

供用率７８．４％
総延長12,175km

供用延長 10,562km

供用延長 １,014km

供用率５５．６％
総延長1,825km

【北海道】

【全 国】（北海道を除く）

未事業化延長の
割合 5.6％

未事業化延長の
割合 ３０％

着工中
（未完了）

着工中
（未完了）

計画区間
帯広広尾自動車道

忠類大樹～広尾間 22km



提案③ 大規模災害における支援機能の整備

⑤

港湾名 供給者 用途 利用船舶

函館港

陸上自衛隊 人員輸送、車両輸送 フェリー

北海道警察 人員輸送 フェリー

北海道 救援物資（食料､毛布など） フェリー

市町村・ＮＰＯ 救援物資（食料､日用品等） フェリー､漁船

苫小牧港

陸上自衛隊 人員･車両輸送､救援物資 フェリー､海自艦船

北海道警察 人員輸送 フェリー

北海道 救援物資､燃料､重機 RORO船

ＮＰＯ､団体 救援物資（食料､毛布､衣料品等） フェリー

小樽港

陸上自衛隊 人員･車両輸送 フェリー

北海道警察 人員輸送 フェリー

ＮＰＯ 救援物資（食料､灯油等） フェリー

室蘭港 北海道 救援物資（食料･飲料水） 海保巡視船

《東日本大震災時の緊急支援に係る道内港湾利用状況》（主なもの）

・首都直下地震や南海トラフ地震において想定される避難者数や被災範囲などを考慮すると、救援物資や人員等の絶対的な不足が危惧

・こうした事態を回避するため、新千歳空港や苫小牧港など大災害時の支援拠点としての役割を担う空港・港湾の機能強化を進めるとともに、

食料・救援物資の備蓄・集配施設や救援組織の訓練施設など、被災地支援に必要な諸機能の整備を促進

・東日本大災害時に本道の自衛隊が果たした役割や訓練環境に優れた本道の地理的特性を踏まえ、道内各地域に配備されている部隊、装

備、人員の確保など、本道の自衛隊体制の維持・拡充を図ることが必要

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】

６ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 ７ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
12 太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止

《海・空からの緊急支援に適した北海道のロケーション》

《 東日本大震災時における
陸上自衛隊北部方面隊の活動実績》

派遣人員
最大約１万３千人
（延べ約８３万人）

給水 約 ６，６００ｔ

給食 約 １４万７千食

入浴支援 約 ２３万４千人

患者処置 約 ５，０００人

避難民等空輸 約 ４８０人

物資空輸 約 １６ｔ

《空港・港湾の機能強化に向けた施策の方向性》

【新千歳空港】

♦就航率向上のためのＩＬＳ（計器着陸装置）の双方向化

♦冬季安定運航を確保するためのデアイシングエプロン
の整備

♦深夜・早朝時間帯発着枠拡大に向けた空港周辺環境対策

♦滑走路の延長整備

♦空港施設の耐震化 等

【道内主要港湾】

♦物流ターミナル機能の整備
・大深水岸壁（－１４ｍクラス）の整備促進

〔苫小牧港、石狩湾新港、釧路港〕
・岸壁改良等の促進 〔室蘭港、函館港ほか〕

♦港湾施設の耐震化（耐震強化岸壁の整備等）

♦港湾施設の適切な老朽化対策 〔室蘭港、小樽港ほか〕

♦港湾へのアクセス道路の整備 等



提案④ 食料生産体制の強化

・大災害時における食料供給の停滞は、国民の生命を脅かす根本的なリスクであり、こうしたリスクを回避するためには、我が国最大の食料供

給基地である北海道の食料生産力の向上及び安定化を図ることが極めて重要

・このため農地や農業水利施設、漁港施設等の基盤整備をはじめ、新品種・新技術の開発・普及、産地における生産流通体制の充実、経営

安定対策や担い手の育成確保など、本道の食料生産体制の強化を図るための施策を総合的に推進することが必要

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】

６ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 13 食料等の安定供給の停滞 15 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

〔国産供給熱量の約２割を供給する食料基地・北海道〕 〔農産物の安定供給に不可欠な農業農村整備の計画的推進〕

〔水産物供給基地としての漁港漁場づくり〕

衛生管理型の屋根付き岸壁 安心して係留できる漁港施設整備の
必要性 [防波堤を大きく越える波]

⑥

飼料生産基盤の整備 用排水施設の整備

区画整理による集約化・省力化

【施設の老朽化、農地機能の低下など】

営
農
や
生
産
条
件
に
応
じ
た
整
備

126

108

115

115

102

60 80 100 120 140

そば

大豆

馬鈴薯

小麦

水稲
未整備 整備済

【整備による収穫増（未整備を100とした場合】

15.1 

2.7 

20.0 

3.9 

0 10 20 30

水稲

小麦
未整備 整備済

【整備による労働時間の減少】

暗きょ排水による排水性の改善

（h/10a）

基盤整備により大幅に向上する北海道農業の生産性

北海道農政部調べ北海道農政部調べ

199
kcal

741kcal

国民１人１日あたり
資料：農水省「平成23年度 食料需給表(概算値)」より推計

都府県

北海道
２１.２％

７８.８％



提案⑤ 送電網整備や新たな蓄電技術の開発・導入

・国全体の電力需給が依然として不安定な中、大災害による電力供給の停止は、交通・物流・医療・情報通信など多方面に甚大な影響が懸

念され、こうした事態を回避するためには、本道が持つエネルギーポテンシャルを国全体の電力の安定供給に活用することが必要

・そのために不可欠な送電網（北本連携＋地内系統）の増強や蓄電技術の開発・導入を国家プロジェクトとして強力に推進

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】

11 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止
14 電力供給ネットワーク(発変電所、送電設備)や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能の停止

北海道

東 北

東 京

631万ｋｗ

電力会社間の

送電容量

電力会社間の送電容量

６０万ｋｗ

ピーク時電力需要

552万kw (H25.1)

ピーク時電力需要

1,372万kw (H25.1)

ピーク時電力需要

5,078万kw (H24.8) 

《 北海道発のエネルギーを東日本全体の電力供給源に 》

＊ピーク時電力需要～各電力会社の
H24.4-H25.3における最大使用電力＊環境省「平成22年度 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」より

区分 導入ポテンシャル 全国シェア（順位）

陸上風力 1億3,966万kw 49.4％ （1位）

中小水力 133.3万kw 9.3% （1位）

地熱 518万kw 37％ （1位）
太陽光（非住宅用） 751.5万kw 5.0％ （2位）

北海道の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

送電線(10万～11万V)

送電線(18万7,000V)

送電線(27万5,000V)

北海道電力以外
再生可能エネルギーの適地

風力、地熱、バイオマス、太陽光 ・・・

ボトルネック解消のために必要な施策

・北本連系線の増強（+30万kw）の早期
実現

・北本連系線の更なる容量拡大に向け
官民連携による新たな整備手法を
早期確立

・道内送電基盤の増強に向け、国にお
いて推進中のプロジェクト＊の着実な
実施と取組の拡大

＊推進中のプロジェクト

・風力発電のための送電網整備実証事業

・再生可能エネルギー発電支援のための大型
蓄電システム緊急実施事業

⑦

脆弱な送・配・蓄電機能

エネルギーポテンシャル活用のボトルネック



高いコストパフォーマンス

提案⑥ 官民データのバックアップ機能の整備

・首都直下地震等において行政・経済活動を確実に継続させるためには、政府や企業のデータバックアップ体制を確保しておくことが不可欠

・首都圏等との同時被災リスクが低いこと、冷涼な気候により空調電力を削減し、大幅なコストダウンが図れることなど、データ保管に最適の環

境を有している北海道の特性を踏まえ、データセンターの立地や政府情報のバックアップ先としての活用など、本道における官民データバック

アップに向けた施策を推進

低い自然災害リスク

＊（独）防災科学技術研究所のJ-SHIS MAP2012版をもとに作成

＊各都市の市役所所在地（東京は都庁）付近の評価値を掲載

0

1

2

3

4

■ 震度6弱以上の揺れに見舞われる
確率 （今後30年間）

■ 台風平均接近数
（過去30年間（1980年～2010年））（％） （回）

⑧
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外気冷房により空調コストを大幅削減

石狩ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰのコストは都市型の半分

石狩データセンター（札幌近郊）と
都市型データセンターとのコスト比較

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】

９ 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 10 首都圏での中央官庁機能の機能不全

＊気象庁ホームページをもとに作成

官民データバックアップ推進のために必要な施策

《 データバックアップの最適地・北海道 》

〔政府系データのバックアップ〕

♦政府共通プラットフォームの地方分散化
（本道へのデータバックアップ）

♦本道に立地するデータセンターを活用した
各府省庁保有のデータバックアップ

〔民間データセンターの立地促進〕

♦データセンター立地に係る支援措置の拡充

・特別償却制度の要件緩和と企業立地促進
法税制への組み入れ
・地方税減免措置の対象拡大
・先端的なデータセンター設備投資への補助
制度の創設 等

〔通信インフラの整備〕

♦北米に最も近い北海道と北米間の通信ケーブル敷設に対する支援

（陸揚げ局が北関東など特定地域に集中する国際通信インフラのリダンダンシー強化）



提案⑦ リスク分散のための企業立地・移転の促進

・首都直下地震、南海トラフ地震における経済活動の停滞を回避するためには、三大都市圏に集中する企業の本社機能、コールセンター等の

分散化やサプライチェーンの多重化などによる企業ＢＣＰの再構築が不可欠

・国土強靭化に資する企業のリスク分散の取組を加速させるため、地方への企業立地や移転に対する税・財両面からの支援を強化

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】
９ 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 10 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

《三大都市圏・首都に集中する企業本社》

区分
資本金1億円を超える企業 資本金10億円を超える企業

本社数 全国シェア 本社数 全国シェア

全国 ２４，３８０社 ５，８９６社

うち三大都市圏 １８，０９２社 ７４％ ４，８２１社 ８２％

うち東京都 １１，０７９社 ４５％ ３，２３０社 ５５％

《東日本大震災を契機にＢＣＰ修正の動きが加速》

＊国税庁 H23統計年報より
＊三大都市圏～首都圏（東京、神奈川、千葉、埼玉）、中京圏（愛知、静岡、岐阜）、関西圏（大阪、兵庫、京都）

＊H23.11内閣府「企業の事業継続の取組に関する調査」より

《 東日本大震災後、増加傾向にある本道への企業立地・移転 》

区分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

加工組立型工業（自動車など） ５件 １４件 １９件

コールセンター ４件 １件 ８件

データセンター １件 ２件 ３件

事務センター １件 ２件 ３件

＊北海道調べ

企業立地促進のための支援の拡充

♦ 企業立地促進法に基づく税制措置の拡充

・法人税の特別償却制度及び地方税減免
措置に係る投資規模要件の緩和

・地方税減免措置の投資要件に機械装置を
追加（市町村への財政支援措置の拡充）

♦ 本社機能等移転に対する法人税の優遇措
置の導入

♦ 企業立地促進法関連事業（成長産業・企
業立地促進等事業）予算の拡充 等

企業のリスク分散の取組を後押し

区分 大企業 中堅企業

修正済 ２５．４％ １５．７％

修正予定 ６１．９％ ４３．１％

⑨

《 本社企業移転を促進するための道内における支援制度 》

本社機能等移転促進事業費補助金
（北海道）

道内に事業所を賃借し、本社又は本社機能

の一部を移転し、設置する企業を対象に事業

所賃料の一部を助成

コールセンター・バックオフィス立地促進補助金
（札幌市）

コールセンター、バックオフィス業務（本社、本

社機能の一部含む）を行う事業所の立地・移転

に対し、従業員の賃金の一部を助成

国
と
地
方
が

一
体
と
な
っ
て
企
業
の
リ
ス
ク
分
散
を
支
援



提案⑧ 強靱な北海道づくりに向けた防災・減災対策の推進

・首都直下地震等の大災害時におけるバックアップ拠点としての役割を本道が担うためには、太平洋沿岸部における地震津波対策をはじめ

道内の防災・減災対策を着実に進めることが必須

・道路、空港、港湾などの交通インフラや建築物等の施設の耐震化や長寿命化、老朽化対策など計画的に進め、北海道の強靱化を推進

【対応する重点化プログラム「回避すべき事態」】
２ 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 ３ 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水
４ 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死者の発生のみならず、後年度にわたり国土の脆弱性が高まる事態

⑩泥流調整地の整備（駒ヶ岳）

【海岸の高潮・侵食・津波対策施設の整備】

海岸町海岸（羅臼町）時化の状況 浜中海岸津波防災ステーションの整備
（新川水門（浜中町））

【火山砂防施設の整備、
土砂災害対策施設の整備】

【総合的な治水・利水対策】

南利根別川（岩見沢市）浸水状況 豊栄川（名寄市）浸水状況

洞爺湖登別線（壮瞥町）土砂崩れ

サロマ湖公園線 雪害

【地吹雪・雪崩等に強い道路整備】

【危険箇所の防災対策等】 【建築物の耐震化】

耐震化の事例（長沼小学校）

《道内の防災・減災対策の推進》

強靱な北海道強靱な北海道

【空港施設の耐震化】 【港湾施設の耐震化】

新千歳空港の耐震化 北海道南西沖地震による被災（函館港）

10,042

15%

58,758

85%
修繕済数

未修繕数

10,042

15%

58,758

85%
修繕済数

未修繕数

459

10%

4,091

90%

修繕済数

未修繕数

459

10%

4,091

90%

修繕済数

未修繕数

【橋梁の長寿命化の取り組み状況】

北海道
要修繕橋梁数
4,550橋

全 国
要修繕橋梁数
68,800橋

資料「長寿命化修繕計画に基づく修繕実施済
橋梁数等（H25.4時点）」（国土交通省）

※北海道、全国とも都道府県・政令市・市区町村の合計数

耐震強化岸壁の整備（苫小牧港）


